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平
成
１９
年
度
予
算

　
平
成
１９
年
度
の
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て
は
、
時
代
の
変
化
に
対
応
し
た
新
し
い
三
豊
市
の
創
造
を
目
指
し
て
、
財
政
構
造
の
再
構
築
、
す
な
わ
ち
持
続
可
能
な

財
政
基
盤
の
確
立
を
最
重
要
課
題
と
位
置
づ
け
ま
し
た
。
三
豊
市
は
行
財
政
改
革
を
推
し
進
め
る
た
め
、
三
豊
市
行
政
改
革
大
綱
と
３
つ
の
指
針
を
策
定
し
て
い

ま
す
。
平
成
１９
年
度
予
算
は
こ
れ
ら
行
財
政
改
革
と
連
動
の
も
と
、
新
し
い
三
豊
市
の
未
来
の
創
造
を
目
指
し
て
編
成
し
ま
し
た
。

　
三
豊
市
中
期
財
政
計
画
で
示
さ
れ
た
１０
年
後
の
三
豊
市
の
持
続
可
能
な
財
政
規
模
は
２
３
０
億
円
、
平
成
１９
年
度
予
算
規
模
は
２
６
１
億
円
余
で
し
た
。

　
し
か
し
、
集
中
対
策
期
間
（
平
成
１９
年
度
〜
２１
年
度
）
の
初
年
度
に
あ
た
る
本
年
を
よ
り
強
固
な
一
年
と
し
、
さ
ら
に
、
将
来
想
定
さ
れ
る
事
業
量
増
に
耐
え

ら
れ
る
財
政
構
造
の
構
築
に
向
け
て
い
っ
そ
う
の
施
策
の
選
択
と
集
中
を
図
り
、
目
標
予
算
規
模
を
２
５
０
億
円
と
設
定
し
て
編
成
し
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
は
、
合
併
後
の
再
編
調
整
や
事
務
事
業
一
元
化
作
業
、
さ
ら
に
各
事
業
調
整
と

整
理
均
衡
を
図
る
と
と
も
に
、
管
理
部
門
の
経
費
の
圧
縮
な
ど
に
よ
り
、
平
成
１８
年
度
当
初

予
算
２
６
３
億
１,
０
０
０
万
円
と
比
べ
１３
億
２,
０
０
０
万
円
（
５
％
）
減
、
ま
た
、
平
成
１８

年
度
６
月
補
正
「
政
策
的
経
費
予
算
」
後
予
算
額
２
７
３
億
８,
９
１
０
万
４
千
円
と
比
べ
２３

億
９,
９
１
０
万
４
千
円
（
８
・
８
%
）
減
の
２
４
９
億
９,
０
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
予
算
の
う
ち
自
主
財
源
は
、
市
税

な
ど
市
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る
財
源

で
、
歳
入
予
算
総
額
の
３
９
％
に
あ
た
り

ま
す
。
市
税
は
定
率
減
税
廃
止
と
税
源
移

譲
に
よ
り
前
年
度
に
比
べ
１
３
・
４
%
増

と
な
っ
て
い
ま
す
。
繰
入
金
は
財
政
調
整

基
金
か
ら
４
億
６,
８
５
１
万
5
千
円
、

特
定
目
的
基
金
か
ら
６,
８
７
５
万
９
千

円
を
取
り
崩
し
、
前
年
度
に
比
べ
７
８
・

２
%
減
と
な
り
ま
し
た
。
平
成
１９
年
度
末

財
政
調
整
基
金
残
高
は
４４
億
７,
８
４
９

万
７
千
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

　
依
存
財
源
は
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た

り
割
り
あ
て
ら
れ
た
り
す
る
財
源
で
、
歳

入
予
算
総
額
の
６
１
％
を
占
め
て
い
ま

す
。
地
方
交
付
税
は
、
合
併
支
援
分
の
２

億
円
を
含
め
前
年
度
実
績
と
国
の
地
方
財

政
計
画
の
４
・
４
%
減
を
踏
ま
え
て
４
・

２
%
増
、
市
債
は
一
般
財
源
不
足
に
対
処

す
る
た
め
特
例
と
し
て
発
行
す
る
臨
時
財

政
対
策
債
９
億
１,
４
０
０
万
円
と
合
併

特
例
債
、
一
般
公
共
事
業
債
な
ど
交
付
税

措
置
の
あ
る
有
利
な
市
債
の
発
行
に
限
定

し
４
９
・
２
%
減
と
な
り
ま
し
た
。

歳
　
入

歳　入
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市税

自依
存

財

源

主

財

源

76　5,549　9千円万億

地方交付税

92　2,900万円億

分担金・負担金
使用料・手数料

8　2,010 万円億

諸収入

6　4,423　5千円万億

県支出金

16　7,027万円億

国庫支出金

13　5,866　8万 千円億

4.4%

5.5%

6.7%

各種交付金

10　9,800万円億

5.9%

30.6%

39.0%

3.3%

2.6%36.9%

61.0%

2.5%

市債

14　7,970
（　　　％減）49.2

（　　　％増）13.4

（　　％減）9.1
（　　％減）8.8

（　　％減）4.4

（　　％増）7.9

（　　　％減）74.8

（　　％増）4.2

（　　％減）8.5

（　　　％減）57.2

（　　　％増）20.3

（　 ％減）3.1

（　　％減）5.1

万円億

1.6%地方譲与税

3　9,700万円億

6　3,752　8千円万億

財産収入・寄付金
繰入金・繰越金

※（　）は前年度6月補正後
　予算額との比較です。

97　5,736　2千円万億152　3,263　8千円万億

一
般
会
計
　
２
４
９
億
９,
０
０
０
万
円
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歳
出
予
算
の
う
ち
義
務
的
経
費
は
、
そ

の
支
出
が
義
務
づ
け
ら
れ
任
意
に
節
約
が

で
き
な
い
経
費
の
こ
と
で
す
。
前
年
度
に

比
べ
２
・
２
%
減
、
歳
出
の
４９
%
を
占
め

て
い
ま
す
。
こ
の
う
ち
人
件
費
は
、
総
人

件
費
の
削
減
に
関
す
る
方
針
に
よ
り
、
定

員
適
正
化
計
画
に
基
づ
く
退
職
者
の
原
則

不
補
充
に
よ
る
減
員
効
果
や
給
与
構
造
の

改
革
、
人
事
考
課
制
度
の
導
入
、
職
員
の

ア
ビ
リ
テ
ィ
ー
計
画
な
ど
に
よ
り
、
退
職

手
当
を
含
め
た
人
件
費
総
額
で
は
、
前
年

度
に
比
べ
４
・
５
%
減
と
な
り
ま
し
た
。

　
扶
助
費
は
、
生
活
保
護
扶
助
費
や
児
童

福
祉
扶
助
費
（
児
童
手
当
等
）
お
よ
び
障
害

者
福
祉
扶
助
の
制
度
改
正
に
よ
る
増
、
ま

た
、
教
育
扶
助
費
の
増
加
に
よ
り
、
前
年

度
に
比
べ
０
・
６
%
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
公
債
費
は
、
平
成
１６
年
度
よ
り
一
般
財

源
不
足
に
対
処
す
る
た
め
特
例
と
し
て
発

行
す
る
臨
時
財
政
対
策
債
の
元
金
償
還
が

始
ま
り
、
前
年
度
に
比
べ
０
・
８
%
増
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、
市
債
残
高
に
つ
い
て

は
、
市
債
発
行
の
抑
制
と
償
還
ピ
ー
ク
が

過
ぎ
る
こ
と
か
ら
平
成
１９
年
度
末
現
在
高

見
込
額
は
約
２
８
９
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
投
資
的
経
費
は
、
道
路
・
施
設
等
の
整

備
に
要
し
将
来
に
残
る
も
の
に
支
出
さ
れ

る
経
費
の
こ
と
で
、
３
７
%
減
と
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
れ
は
前
年
度
に
継
続
事
業
で

あ
っ
た
高
瀬
中
学
校
校
舎
建
築
事
業
が
完

了
し
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。
本
年
度

に
つ
い
て
は
同
じ
く
継
続
事
業
で
あ
る
下

高
瀬
小
学
校
校
舎
建
築
、
詫
間
中
学
校
体

育
館
用
地
取
得
を
は
じ
め
、
教
育
施
設
や

道
路
橋
梁
事
業
お
よ
び
農
業
基
盤
等
の
単

独
事
業
な
ど
、
極
め
て
厳
し
い
財
政
状
況

で
は
あ
り
ま
す
が
、
安
全
安
心
の
ま
ち
づ

く
り
に
係
る
基
盤
整
備
に
限
ら
れ
た
財
源

の
重
点
的
か
つ
効
果
的
配
分
に
努
め
ま
し
た
。

　
そ
の
他
経
費
の
う
ち
、
物
件
費
、
維
持

補
修
費
、
補
助
費
等
は
、
い
ず
れ
も
前
年

度
に
比
べ
減
少
し
て
い
ま
す
。
　

　
各
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
に
つ
い
て

は
、
一
般
会
計
と
同
様
に
人
件
費
の
削
減

や
経
費
圧
縮
と
事
務
事
業
の
見
直
し
等
に

努
め
ま
し
た
が
、
介
護
保
険
制
度
改
正
お

よ
び
平
成
２０
年
度
か
ら
始
ま
る
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
準
備
経
費
等
に
よ
り
前
年
度

に
比
べ
４
・
７
%
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
平
成
１９
年
度
予
算
は
、
将
来
に
向
け
た

持
続
的
財
政
基
盤
を
確
立
す
る
た
め
の
ス

タ
ー
ト
の
年
と
し
て
、
歳
入
に
見
合
っ
た

歳
出
削
減
に
努
め
、
事
業
の
優
先
度
を
重

視
し
、
効
果
的
・
効
率
的
な
配
分
を
行
っ

て
編
成
し
ま
し
た
。

歳
　
出

■特別会計

■企業会計

地域農産物利用促進センター事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

国民健康保険診療所事業特別会計

老人保健事業特別会計

介護保険事業特別会計

介護サービス事業特別会計

集落排水事業特別会計

浄化槽整備推進事業特別会計

港湾整備事業特別会計

水道事業会計

病院事業会計 (永康病院・西香川病院)

特別会計合計

企業会計合計

目的別歳出

総務費
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33　5,092　1千円万億

教育費

43　6,913　4千円万億

公債費

34　6,150　3千円万億

議会費

2　9,903万円億

民生費

67　6,186　4千円万億

衛生費

25　7,784　5千円万億

農林水産業費

14　281　3千円万億

14　2,873　9千円万億

10　9,127　8千円万億

33　5,092　1千円万億

43　6,913　4千円万億

34　6,150　3千円万億

67　6,186　4千円万億

10　9,127　8千円万億

商工費・労働費

2　1,073　9万 千円億

土木費

災害復旧費・諸支出金・予備費

3,613　4千円万

消防費

0.1%

13.4%

27.1%

10.3%

5.6%0.8%

5.7%

4.4%

1.2%

17.5%

13.9%

人件費

66　6,047万円億

扶助費

21　2,561万円億

繰出金

21　9,556　3万 千円億

2　7,952　2万 千円億

積立金・貸付金

投資及び出資金・予備費

公債費

34　6,150　3万 千円億

物件費

40　4,441　4万 千円億

補助費等

維持補修費

34　7,522　6万 千円億

6,757　8千円万

普通建設事業費
災害復旧費

26　8,011　4万　千円億

歳 出

性質別歳出

億  千万円249 9

※（　）は前年度6月補正後
　予算額との比較です。

（単位：千円）

1.1%

8.8%

0.3%

8.5%

26.7%

49.0%

10.7%

40.3%

13.9%

16.2%

10.7%

13.8%

（　　％減）4.5（　　％減）8.3

（　　％減）7.5

（　　％減）2.2

（　　％減）8.8

（　　％減）5.2

（　　％増）0.8

（　　％増）0.6

（　　％増）4.7

（　　　％増）198.5

（　　　％減）74.5

（　　　％減）37.0（　　　％減）37.0

（　　　％減）37.0

義

投資的経費

そ
の

他

経

費

務
的

経

費

122　4,758　3千円万億100　6,230　3千円万億

26　8,011　4万 千円億


